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工法の概要
ケ ン マ Ⅱ 工 法 は 、 鋼 管 に 2 枚 の 半 円 状 の
翼 を 取 り つ け 、 回 転 貫 入 装 置 を 備 え た
く い 打 ち 機 に よ っ て 鋼 管 を 回 転 さ せ て
地 盤 中 に 貫 入 し 、 こ れ を く い と し て 利 用
す る 工 法 で あ る 。

く い 先 端 部 の 加 工 は 、 指 定 製 造 会 社 で 適 正 な 品 質 管 理 下 で 製 造 さ れ 、
品 質 の 高 い く い 材 の 供 給 が 可 能 と な っ て い る 。

確 実 な 打 ち 止 め 管 理 の も と 地 盤 の 支 持 力 の 確 保 を 実 現 し て い る 。

本 工 法 は 、 中 ～ 小 規 模 建 築 物 基 礎 を 対 象 と し た 鋼 管 ぐ い 工 法 の 開 発 を 目 的 と し
た も の で あ り 、 1 つ の く い 径 に 対 し て 、 複 数 の 翼 部 径 を 用 意 す る こ と で 、 設 計 荷
重 に 応 じ た 選 択 肢 の 広 い く い 設 計 を 可 能 に し て い る 。
さ ら に 、 く い 先 端 部 を ピ ー ス 化 す る こ と で 、 材 料 コ ス ト の 低 減 を 図 っ て い る 。

ケ ン マ Ⅱ 工 法 は 、 ケ ン マ 工 法 ( T A C P - 0 5 2 0 ､ 0 5 2 1 、 平 成 2 9 年 7 月 2 5 日 ） で
培 っ た 技 術 ・ 実 績 を も と に 、 適 用 範 囲 の 拡 大 を 目 指 し て く い 径 の 追 加 を 行 っ た
新 工 法 と し た も の で す 。

カタログ Ｐ３ 参照
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認定書及び性能証明書

国 土 交 通 大 臣 認 定 ( 押 込 み 方 向 )
支 持 地 盤 ： 砂 質 地 盤 ( 礫 質 地 盤 を 含 む ) T A C P - 0 6 2 8 ( 令 和 3 年 1 月 2 5 日 取 得 )

粘 土 質 地 盤 ( 軟 岩 系 岩 盤 （ 泥 岩 ) を 含 む ） T A C P - 0 6 2 9 ( 令 和 3 年 1 月 2 5 日 取 得 )

建 築 技 術 性 能 証 明 ( 引 抜 き 方 向 )
支 持 地 盤 ： 砂 質 地 盤 ( 礫 質 地 盤 含 む ) , 粘 土 質 地 盤 ( 軟 岩 系 岩 盤 （ 泥 岩 ) を 含 む ）

G B R C 性 能 証 明 第 1 7 - 3 2 号 改 - 1 ( 令 和 3 年 1 月 2 5 日 取 得 )

カタログ Ｐ４ ・ Ｐ３４ 参照
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認定範囲(押込み方向）
【 鋼 管 の 寸 法 】 φ 1 0 1 . 6 ～ φ 4 0 6 . 4

【 翼 部 径 の 寸 法 】 φ 2 5 0 ～ φ 1 0 0 0

【 適 用 地 盤 】 砂 質 地 盤 （ 礫 質 地 盤 を 含 む ）
粘 土 質 地 盤 (  軟 岩 系 岩 盤 ( 泥 岩 )  を 含 む )

【 く い 最 大 施 工 深 さ ( く い 施 工 地 盤 面 か ら ）】

【 適 用 す る 建 物 の 規 模 】延 べ 面 積 が 5 0 0 , 0 0 0 ㎡ 以 下 の 建 築 物 と す る

【 く い の 材 質 】 S T K 4 0 0 、 S T K 4 9 0  ( 一 般 構 造 用 炭 素 鋼 鋼 管 ）
H U 5 9 0 ( 基 礎 ぐ い 用 高 張 力 鋼 管 ）
S E A H 5 9 0 ( 基 礎 ぐ い 用 高 張 力 鋼 管 ）
S K K 4 0 0 、 S K K 4 9 0  ( 鋼 管 ぐ い )

カタログ Ｐ１４ 参照
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(押込み方向）認定寸法及びN値の適用範囲
カタログ Ｐ６  ・Ｐ７ 参照
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認定範囲(引抜き方向）
【 鋼 管 の 寸 法 】 φ 1 1 4 . 3 ～ φ 4 0 6 . 4

【 翼 部 径 の 寸 法 】 φ 3 0 0 ～ φ 1 0 0 0

【 適 用 地 盤 】 砂 質 地 盤 （ 礫 質 地 盤 を 含 む ）
粘 土 質 地 盤 (  軟 岩 系 岩 盤 ( 泥 岩 )  を 含 む )

【 く い 最 大 施 工 深 さ ( く い 施 工 地 盤 面 か ら ）】

【 適 用 す る 建 物 の 規 模 】延 べ 面 積 が 5 0 0 , 0 0 0 ㎡ 以 下 の 建 築 物 と す る

【 く い の 材 質 】 S T K 4 0 0 、 S T K 4 9 0  ( 一 般 構 造 用 炭 素 鋼 鋼 管 ）
H U 5 9 0 ( 基 礎 ぐ い 用 高 張 力 鋼 管 ）
S E A H 5 9 0 ( 基 礎 ぐ い 用 高 張 力 鋼 管 ）
S K K 4 0 0 、 S K K 4 9 0  ( 鋼 管 ぐ い )

カタログ Ｐ３７ 参照
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引抜き方向 性能証明寸法及びN値の適用範囲
カタログ Ｐ３６ 参照

－ －7



工法の特徴

貫入性及び施工性を最も重視
した杭です。

業界最大引き抜き力
κ＝75を取得

翼部をＡＰ (有効断面積 )
100％取得

軸 部 径 毎 の 標 準 回 転 ト ル ク グ ラ フ
に て 打 ち 止 め 管 理 実 施
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工法の特徴

貫入性及び施
工性を最も重
視した杭です。
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くいの構造
本 工 法 に 用 い る 基 礎 ぐ い
は 、 鋼 管 ( φ 1 0 1 . 6 ～
φ 4 0 6 . 4 ) の 先 端 に 鋼 管 径
の 1 / 2 の 開 口 を 設 け て あ る
半 円 形 の 翼 2 枚 を 水 平 軸 に
対 し て 1 3 ～ 1 5 ° の 勾 配 で
取 り 付 け て い る 。
翼 は 、 く い 軸 に ス リ ッ ト
を あ け 内 側 外 側 そ れ ぞ れ
に 溶 接 す る こ と で 構 成 さ
れ る 。

A p=Dw・π/4×100％
( 全投影面積 )

軸鋼管に差し込み口を設け、翼部半円板を挿入

D/2の開口
部

掘削刃

カタログ Ｐ１２ 参照

先端ピースの形
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先端部の組立

隅肉溶接

半円状の翼×2

スリット付軸鋼管

＋

完成

掘削刃の溶接

タイプ1の先端部

カタログ Ｐ１８ 参照

－ －11



工法の特徴

業界最大引抜力
κ=75を取得
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引抜き方向支持力(業界最大 κ ）

κ ＝ 7 5
（ 杭 先 端 引 抜 き 方 向 支 持 力 係 数 ）

λ ＝ 1 . 0
（ 砂 質 地 盤 に お け る く い 周 面 摩 擦 力 係 数 ）

μ ＝ 0 . 2
（ 粘 土 質 地 盤 に お け る く い 周 面 摩 擦 力 係 数 ）

A p t = π (  D w 2 - D 2 )
／ 4 （ D : 基 礎ぐい軸径 ）

（ 先 端 部 の 有 効 断 面 積 ）

N t ： 基 礎ぐ いの先端 付近の平均 N 値
( く い 軸 本 体 下 端 か ら 上 方 へ 3 D w の 範 囲 の N 値 の 平 均 値 ）
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業界最大 κ (載荷試験結果)

・ 砂 質 ( 礫 質 含 む ) 地 盤 で
８ 現 場 1 7 本 の く い で 実 施 し た
引 抜 き 載 荷 試 験 に 基 づ い て 設 定
さ れ て い る 最 小 値 = 7 6

・ 粘 土 質 地 盤 で
８ 現 場 1 9 本 の く い で 実 施 し た
引 抜 き 載 荷 試 験 に 基 づ い て 設 定
さ れ て い る 最 小 値 = 7 7

安全を考慮しΚ = 7 5  とした
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工法の特徴

翼部をＡＰ
(有効断面積)
100％取得
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押込み方向許容支持力
( ){ }ψLcquγLsNsβApNαRa ⋅⋅⋅+⋅⋅+⋅⋅=

3
1    

α＝1 5 0
（ 先 端 付 近 の 地 盤 に お け る く い 先 端 支 持 力 係 数 ）

β ＝ 1 . 0
（ 周 囲 の 地 盤 の う ち 砂 質 地 盤 に お け る く い 周 面 摩 擦 力 係 数 ）

γ ＝ 0 . 2
（ 周 囲 の 地 盤 の う ち 粘 土 質 地 盤 に お け る く い 周 面 摩 擦 力 係 数 ）

A p = D w ・π/ 4 × 1 0 0 ％ ( 全投影面積 )
（ 先 端 部 の 有 効 断 面 積 ）

N : 基 礎 ぐいの先 端付近の 平均N 値
( く い 軸 本 体 下 端 か ら 下 方 へ 1 D w 、 上 方 へ

1 D w の 範 囲 の 平 均 Ｎ 値 )

長 期

短 期  ( ){ }ψLcquγLsNsβApNαRa ⋅⋅⋅+⋅⋅+⋅⋅=
3
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(載荷試験結果)
・ 砂 質 ( 礫 質 含 む ) 地 盤 で

1 0 現 場 2 2 本 の く い で 実 施 し た
引 抜 き 載 荷 試 験 に 基 づ い て 実 施
さ れ て い る

・ 粘 土 質 地 盤 で
1 0 現 場 2 1 本 の く い で 実 施 し た
引 抜 き 載 荷 試 験 に 基 づ い て 実 施
さ れ て い る

(くい先端部のFEM解析）
・ 申請するすべてのくい径と先端翼部径の組み合わせでくい先

 端部のFEM解析（プログラム：ソリッドワークスシミュレー
 ション）を実施し、申請する地盤の許容支持力に対してくい 
 先端部を構成する各部材に発生する応力が鋼材の降伏応力度  
 以下であることを確認した

先端地盤平均N 値とαとの関係(砂質地盤(礫質地盤を含む)）

先端地盤平均N 値とαとの関係（粘土質地盤）
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工法の特徴

軸部径毎の標準
回転トルクグラ
フにて打ち止め

管理実施
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施工方法
①くいの固定 ④くい頭処理③貫入完了②回転貫入

カタログ Ｐ２７ 参照

① ② ④③
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施工における確認事項(1)

くい先端より下方に5Dw (Dw：翼部径)以上の範囲(以下、くい先端下部地盤)における地盤情報を

把握し、α が適用できる地盤であることを地盤調査により確認する。

ただし、くい先端下部地盤における地盤情報が既往の調査等により明らかな場合は、この限りで

ない。

地盤調査

試験ぐいは、現場において最初に施工するくいとし、地盤調査位置近傍で1本以上実施する。

試験ぐいによって確認する事項を以下に示す。

① 回転貫入状況

設計深度付近まで0.1～0.2m 毎に回転トルクを計測し、このトルクと地盤調査結果を照合して

N 値に応じて回転トルクが変化していることを確認する。

② 設計深度付近における回転トルクの確認

設計深度付近において、回転トルクが軸部径ごとの標準回転トルク値以上であることを確認

する。

また、試験ぐいの回転貫入中に、回転トルクがくい材の短期許容ねじり強さを超えないように

管理する。

試験ぐいの打ち止め管理方法

カタログ Ｐ２１ 参照

－ －20



  ③ 試験ぐいの打ち止め

設計深度付近に達した後は、回転貫入機の施工速度を低速にし、回転トルクが標準回転トルク

値以上であることを確認しながら、1Dw貫入して打ち止めとする。

    （a）1Dw貫入中に回転貫入量が著しく減少して1回転当たりの貫入量が翼部厚さ未満となる時、

        あるいは、くい体の短期ねじれ強さを超えるおそれがある時は、回転トルクが標準回転トルク
 値以上であることを確認して、打ち止め時の回転トルクを記録して打ち止めとする。

        ④ 管理トルク値の設定
        試験ぐい打ち止め時の回転トルクと標準回転トルク値との平均値を管理トルク値として、

本ぐいの打ち止め管理を行う。
ただし、くい径が318.5mm以上のときは、本ぐいの打ち止め時の管理トルク値は、
試験ぐい打ち止め時の回転トルクの80％とする。

なお、試験ぐいが複数本の場合の打ち止め時の回転トルクの扱いは、以下とする。
        （1）打ち止め時の回転トルクの最小値が最大値の80％以上の時は、最小値とする。
        （2）打ち止め時の回転トルクの最小値が最大値の80％未満の時は、平均値とする。

        ⑤ その他
            （b）回転トルクが標準回転トルク値未満であっても、1回転当たりの貫入量が翼部厚さ未満に

 なった場合は回転貫入を中止し、打ち止めとする。
  ただし、地盤調査結果から、明らかに くい先端が設計支持地盤に達していると判断出来る

場合に限る。 
     

カタログ Ｐ２１ 参照

試験ぐいの打ち止め管理方法
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施工における確認事項(2)

① 設計深度付近における回転トルクの確認

くい先端が設計深度付近に到達時に、回転トルクが試験ぐいの打ち止め回転トルクと標準

回転トルク値との平均値以上であることを確認する。

② 本ぐいの打ち止め

試験ぐいと同様な回転トルクの増大傾向を確認しながら1Dw貫入し、回転トルクが管理トル

ク値以上であることを確認して打ち止めとする。

（c）1Dw貫入中に、1回転あたりの回転貫入量が著しく減少して、翼部厚さ未満となる時、 あ

るいは、くい体の短期許容ねじり強さを超えるおそれがある時は、回転トルクが管理トルク値

以上であることを確認して、打ち止めとすることができる。

また、本ぐいの回転貫入中に、回転トルクがくい材の短期許容ねじり強さを超えないように

管理する。

③ その他

(d)設計深度付近で回転トルク値が管理トルク値未満であっても、1回転当たりの貫入量が

翼部 厚さ未満となる場合は、回転貫入を中止し、打ち止めとする。

ただし、地盤調査結果から、明らかにくい先端が設計支持地盤に達していると判断できる場

合に限る。

本ぐいの打ち止め管理方法

カタログ Ｐ２１ 参照
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施工における確認事項(3)
カタログ Ｐ２２ ・ Ｐ２３ 参照

打ち止め時の回転トルクを記録
※上記の打ち止めが不可能の場合はカタログP21(a)(b)を採用する

設計深度で打ち止め

標準回転トルク値以上のトルクを確認
（カタログP24に示す）

設計深度付近 ※設計深度から１Dｗの間

回転貫入

試験ぐいは現場において最初に施工するくいとし、地盤調査
位置近傍で一本以上実施する

試験ぐいの打ち止め管理方法

試験ぐいが、複数本の場合の打ち止め時の回転
トルクを扱いは以下とする

①打ち止め時の回転トルクの最小値が最大値の
80％以上の時は最小値とする

②打ち止め時の回転トルクの最小値が最大値の
80％未満の時は平均値とする

（尚、試験ぐいが複数本となるケースとして近
隣のボーリング調査及び地層が不均等の場合等
に採用する）
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施工における確認事項(4)
カタログ Ｐ２２ ・ Ｐ２３ 参照

設計深度で管理トルク値の確認して打ち止め
※上記の打ち止めが不可能の場合はカタログP21(c)(d)を採用する

(試験ぐいの回転トルク+ 標準回転トルク)÷２以上のトルクを確認

設計深度付近 ※設計深度から１Dｗの間

回転貫入

Φ318.5～Φ406.4
試験ぐいの打ち止め時の回転トルクの80％＝管理トルク値

Φ101.6～Φ267.4
(試験ぐいの打ち止め時の回転トルク+ 標準回転トルク値)÷２＝管理トルク値

最初に管理トルク値（打ち止め時）の設定をする

本ぐいの打ち止め管理方法
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カタログ Ｐ２４ 参照
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設計例Ⅰ 【施工機械から見る、杭種の設定】

本 工 法 は 回 転 杭 専 用 の 施 工 機 械 に よ り 杭 材 を 直 接 地 中 に 回 転 埋 設 す
る 回 転 杭 工 法 で す 。
施 工 機 械 の 選 定 は 、 施 工 環 境 （ 狭 小 地 、 搬 入 路 等 ） か ら 決 ま る 事 が
多 い と 思 わ れ ま す 。 こ こ で は 、 地 質 状 況 よ り 、 施 工 機 械 、 杭 種 類 の
選 定 が 必 要 な 例 を 示 し ま す 。

カタログ Ｐ３1 参照
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設計例 Ⅱ 【施工機械の設定・杭種の設定】

杭軸径267.4mm 杭羽根径800mm

肉厚12.7mm STK490      杭長14m

• 計算上は下杭、中杭はt=8.0mmで成り
立ちますが、杭施工性を考慮し、全杭
t=12.7mmとしました。

• 施工機械の選定として支持層N≧60
層厚1.5～2.0mへの貫入には、オーガ
回転トルク20～25t程度の機械が必要
となります。

【短期ねじれ強さの確認】

短期ねじれ強さの8割が概ね材料に
負荷出来るトルクとされます。

• φ267.4、 t=12.7、 STK490の場合

231.7*0.8＝185.36kN・m

• φ267.4 、t=8.0、  STK490の場合

154*0.8＝123.2kN・m
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設計例 Ⅲ 【杭先端N値にばらつきがある場合】
・杭先端位置の設定

杭軸径355.6mm 杭羽根径900m

杭長11m Ra＝1590kN    tRa=432kN

【押込み方向】

• 左右で杭先端深度は違うが、支持力
は同じとなります。

先端N値は左右とも「50」となります。

• 最大採用先端N値が50である為、この
地盤状況では、GL-13.0mまで貫入す
る必要がありません。

• 計算に使用する個々のN値は65まで
採用出来ます。

【引抜き方向】

• 計算に使用する個々のN値は、砂質
(礫質を含む)地盤においては、N＜5
のときはN＝0、粘土質地盤において
は、N＜3 のときは N＝0となります。

この地盤状況では、下の青枠内のN
値はN=0として使用いたします。

先端Nt値＝
(0+0+15*1.0+60*0.5)/2.7=16.6≒16

※N値60以上の地盤には貫入が困
難となる可能性がある為十分な施
工計画が必要となります。
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設計例  Ⅳ 【杭先端N値が50を超える場合】
・先端N値の設定
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杭軸径355.6mm 杭羽根径900mm
杭長10m Ra＝827kN tRa=405kN

【押込み方向】

• 杭先端以深に杭先端平均N値の算定
区間よりもN値が小さい地盤が存在す
る場合、2015年版「建築物の構造関
係技術基準解説書」等を参考として検
討を行う必要があります。

• GL-12mのN値=60は異常値とし、下層
N=26とする。

• 押込み方向先端N値＝
(12*0.4+39*1.0+26*0.4)/1.8=30≒26

【引抜き方向】

• 引抜き方向先端Nt値＝
(39*0.5+12*1.0+8*1.0+6*0.2)/2.7=15

※この中間層の層厚は1.7mの為十分と
は言えません。

概ね、十分な層厚として、杭羽根径の
3倍が目安となります。
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設計例 Ⅴ【他工法との比較】
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指定施工会社

東 北 地 方
1 社

関 東 地 方
1 1 社

近 畿 地 方
1 6 社

中 部 地 方
1 1 社

九 州 地 方
4 社

中 国 ・ 四 国 地 方
1 0 社

指 定 施 工 会 社 5 3 社
（ 令 和 5 年 1 月 時 点 ）  
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指定製造会社所在地

関 東 地 方
千 葉 県 四 街 道 市
千 葉 県 船 橋 市

近 畿 地 方
大 阪 府 大 阪 市

中 部 地 方
愛 知 県 豊 橋 市

九 州 地 方
福 岡 県 柳 川 市

中 国 ・ 四 国 地 方
岡 山 県 岡 山 市

指 定 製 造 会 社 所 在 地 6 カ 所
（ 令 和 5 年 1 月 時 点 ）  
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Ｈ Ｐ 参照

※ 会員番号とパスワード

を入力し、ログインボタンを
押下してください。
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Ｈ Ｐ 参照
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※ ２０２４年２月より会員様による登録ができなくなり、
物件登録確認 ・会員一覧確認のみとなります。



Ｈ Ｐ 参照

※ 検討・見積を依頼された物件は弊社で登録を致します。
上記以外は下記物件登録依頼書にご記入して頂き弊社までご連絡を
お願い致します。
物件名など変更の場合も記入して頂きご連絡をお願い致します。

－ －37

一　輝　  株 式 会 社 御中　　　＜ＴＥＬ052－725－3085　・　ＦＡＸ　052－725－8469＞

TEL
FAX

新規

変更

令和6年2月1日より会員様の物件登録ができなくなる為、登録はこちらの依頼書
≪必須項目≫  にご記入して頂き弊社までご連絡をお願い致します。
ただし、弊社に検討or見積のご依頼を頂いた場合についてはこちらで登録を致します。
登録物件情報の確認・会員名簿の確認は今まで通りご覧いただけます。
上記、登録後の変更がある場合にはこの登録依頼書にご記入して頂き変更依頼として
弊社までご連絡をお願い致します。
登録後依頼書の返信は致しませんのでご了承下さい。

〈　注　意　事　項　〉

工事場所住所
（番地まで記入希望）

　一輝(株)
登録確認印

 一輝(株)
受付確認印

杭
設
計
サ
イ
ズ

ケンマⅡ工法　物件登録依頼書

担当者

ＮＯ

新規登録　・　変更
令和6年1月23日

元請名

工事名

西暦　　　　　年　　月　　日　　（　例　2024年02月01日　）

登録会員番号

発 信 者

杭径
（ｍｍ）

設計事務所

　　　　　県

施工予定日(暫定日付可)

翼径
（ｍｍ）

≪発信者・登録会員番号・施工予定日・工事名・工事場所住所・杭設計サイズは必須≫

杭長
（ｍ）

本数
（本）

新規 変更
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memo （講習会で気づいた点、質問用としてお使い下さい。）
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